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議案第 51 号 

 

   令和２年度狛江市一般会計補正予算（第７号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 一般会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 52 号 

 

   令和２年度狛江市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 国民健康保険特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 53 号 

 

   令和２年度狛江市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 後期高齢者医療特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 54 号 

 

   令和２年度狛江市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 介護保険特別会計予算を補正する必要が生じたため。 

-9-



-10-



















議案第 55 号 
 

狛江市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る条例の一部を改正する条例 

 
上記の議案を提出する。 

 
令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
 

狛江市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る条例の一部を改正する条例 

 
狛江市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条

例（平成27年条例第19号）の一部を次のように改正する。 
別表第１に次のように加える。 

市長 
生活に困窮する外国人に対する生活保護法（昭和25年法律第144
号）の規定による保護に準ずる措置に関する事務であって規則で
定めるもの 

別表第２に次のように加える。 

市長 

生活に困窮する外国人に対する生
活保護法の規定による保護に準ず
る措置に関する事務であって規則
で定めるもの 

医療保険給付関係情報であっ
て規則で定めるもの 

失業等給付関係情報であって
規則で定めるもの 

職業訓練受講給付金支給関係
情報であって規則で定めるも
の 

小児慢性特定疾病医療費支給
関係情報であって規則で定め
るもの 

療育給付支給関係情報であっ
て規則で定めるもの 

障害児入所給付費支給関係情
報であって規則で定めるもの 
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母子及び父子並びに寡婦福祉
法（昭和39年法律第129号）に
基づく資金貸付等関係情報で
あって規則で定めるもの 

自立支援給付支給関係情報で
あって規則で定めるもの 

特定医療費支給関係情報であ
って規則で定めるもの 

生活保護関係情報であって規
則で定めるもの 

児童扶養手当関係情報であっ
て規則で定めるもの 

特別児童扶養手当関係情報で
あって規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則
で定めるもの 

養育医療給付等関係情報であ
って規則で定めるもの 

児童手当関係情報であって規
則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報であ
って規則で定めるもの 

年金給付関係情報であって規
則で定めるもの 

特別障害給付金関係情報であ
って規則で定めるもの 

特別支援学校への就学奨励に
関する法律（昭和29年法律第
144号）に基づく経費支弁関係
情報であって規則で定めるも
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の 

学校保健安全法（昭和33年法
律第56号）に基づく援助実施
関係情報であって規則で定め
るもの 

休業補償等支給関係情報であ
って規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等関
係情報であって規則で定める
もの 

付 則 
この条例は，公布の日から施行する。 

 
提案理由 
 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平
成25年法律第27号）第９条第２項の規定により，生活に困窮する外国人に対する
生活保護法の規定による保護に準ずる措置に関する事務を加えるため。 
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議案第 56 号 
 

狛江市職員の給料等に関する条例の一部を改正する条例 
 
上記の議案を提出する。 

 
令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
 

狛江市職員の給料等に関する条例の一部を改正する条例 
 
狛江市職員の給料等に関する条例（昭和26年条例第２号）の一部を次のように

改正する。 
第18条第２項中「100分の130.0」を「100分の125.0」に改め，同条第３項中

「100分の130.0」を「100分の125.0」に，「100分の110.0」を「100分の105.0」
に，「100分の100.0」を「100分の95.0」に改め，同条第４項中「100分の
130.0」を「100分の125.0」に，「100分の72.5」を「100分の70.0」に，「100分
の62.5」を「100分の60.0」に改める。 

付 則 
（施行期日） 

１ この条例は，令和２年12月１日から施行する。ただし，第３項の規定は，令
和３年４月１日から施行する。 
（令和２年12月に支給する期末手当の特例） 

２ 令和２年12月に支給する期末手当については，第18条の改正規定にかかわら
ず，同条第２項中「100分の125.0」とあるのは「100分の120.0」とし，同条第
３項中「100分の105.0」とあるのは「100分の100.0」と，「100分の95.0」と
あるのは「100分の90.0」とし，同条第４項中「100分の70.0」とあるのは
「100分の67.5」と，「100分の60.0」とあるのは「100分の57.5」とする。 

 （狛江市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 
３ 狛江市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和２年条例第28号）の
一部を次のように改正する。 

  第10条第２項中「100分の130.0」を「100分の125.0」に，「100分の175.0」
を「100分の172.5」に改める。 

 
提案理由 
 東京都人事委員会勧告に基づく期末手当の改定に伴い，所要の改正を行うため。 
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議案第 57 号 
 

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例 
 
上記の議案を提出する。 

 
令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
 

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例 
 
狛江市都市計画税条例（平成３年条例第６号）の一部を次のように改正する。 
付則第18項中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年

度まで」に改める。 
付 則 

 （施行期日） 
１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この条例による改正後の狛江市都市計画税条例の規定は，令和３年度以後の
年度分の都市計画税について適用し，令和２年度分までの都市計画税について
は，なお従前の例による。 

 
提案理由 

都市計画税率の特例期間を延長するため。 
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議案第 58 号 
 

狛江市後期高齢者医療に関する条例及び狛江市介護保険条例の一部を改正
する条例 

 
上記の議案を提出する。 

 
令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
 

狛江市後期高齢者医療に関する条例及び狛江市介護保険条例の一部を改正
する条例 

 
 （狛江市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 
第１条 狛江市後期高齢者医療に関する条例（平成20年条例第８号）の一部を次
のように改正する。 
付則第３条中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（」に，「の規定により告示された割合」を「に規定する平均
貸付割合をいう。）」に改め，「（以下この条において「特例基準割合適用
年」という。）」を削り，「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，「特
例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

 （狛江市介護保険条例の一部改正） 
第２条 狛江市介護保険条例（平成12年条例第25号）の一部を次のように改正す
る。 
第13条第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（」に，「の規定により告示された割合」を「に規定する平均
貸付割合をいう。）」に，「この条において同じ」を「この項において同じ」
に改め，「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）」を削り，
「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，「特例基準割合に」を「延滞金
特例基準割合に」に改める。 

付 則 
 （施行期日） 
１ この条例は，令和３年１月１日から施行する。 
 （適用区分） 
２ この条例による改正後の狛江市後期高齢者医療に関する条例付則第３条及び
狛江市介護保険条例第13条第１項の規定は，令和３年１月１日以後の期間に対
応する延滞金について適用し，同日前の期間に対応するものについては，なお
従前の例による。 
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提案理由 
 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）の施行に伴い，所要
の改正を行うため。 
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議案第 59 号 
 

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 
 
上記の議案を提出する。 

 
令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
 

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 
 
狛江市国民健康保険税条例（平成６年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 
第20条第１号中「33万円」を「43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有するもの（前
年中に法第703条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33
号）第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得控
除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が55万円を超え
る者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等に係る
所得を有する者（前年中に法第703条の５に規定する総所得金額に係る所得税法
第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公
的年金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等
の収入金額が60万円を超える者に限り，年齢65歳以上の者にあっては当該公的年
金等の収入金額が110万円を超える者に限る。）をいい，給与所得を有する者を
除く。）の数の合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が
２以上の場合にあっては，43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10
万円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改め，同条第２号及び第３号中「33
万円」を「43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者
及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては，43
万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算
した金額）」に改める。 
付則第２項中「（昭和40年法律第33号）」を削り，「同条中「法第703条の５

に規定する総所得金額」の次に「及び山林所得金額」を加え，「，「法」を
「「法」に，「とする。）」」を「とする。）及び山林所得金額」と，「110万
円」とあるのは「125万円」」に改める。 

付 則 
 （施行期日） 
１ この条例は，令和３年１月１日から施行する。 
 （適用区分） 
２ この条例による改正後の狛江市国民健康保険税条例の規定は，令和３年度以
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後の年度分の国民健康保険税について適用し，令和２年度分までの国民健康保
険税については，なお従前の例による。 

 
提案理由 
 地方税法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第264号）の施行に伴い，
所要の改正を行うため。 
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議案第 60 号 
 

狛江市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正
する条例 

 
上記の議案を提出する。 

 
令和２年11月27日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
 

狛江市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正
する条例 

 
狛江市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成13年条例第

19号）の一部を次のように改正する。 
別表第１中 

「 

３ 
調布都市計画岩戸北二
丁目周辺地区地区整備
計画区域 

調布都市計画岩戸北二丁目周辺地区地
区計画の区域のうち，地区整備計画が
定めされた区域 

」を 
「 

３ 

調布都市計画岩戸北
一・二丁目，東野川一
丁目周辺地区地区整備
計画区域 

調布都市計画岩戸北一・二丁目，東野
川一丁目周辺地区地区計画の区域のう
ち，地区整備計画が定められた区域 

」に 
改める。 
別表第４を次のように改める。 

別表第４（第３条，第６条－第８条関係） 
調布都市計画岩戸北一・二丁目，東野川一丁目周辺地区地区整備計画区域 

計画地区
の区分 

地域交流地
区 

幹線道路沿
道地区 

中高層住宅
地区Ⅰ 

中高層住宅
地区Ⅱ 

低層住宅地
区 

建築物の
用途の制
限 

１ 工場 
２ 倉庫業
を営む倉
庫 

１ 工場 
２ トラン
クルーム 

３ ホテル

－ － 
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３ マージ
ャン屋，
ぱちんこ
屋，射的
場，勝馬
投票券発
売所，場
外車券売
場その他
これらに
類するも
の 

又は旅館 
４ 自動車
教習所 

５ 畜舎（ 
15平方メ
ートルを
超えるも
の） 

６ 墓地，
埋葬等に
関する法
律（昭和
23年法律
第48号）
第２条第
６項に規
定する納
骨堂の用
に供する
もの 

建築物の
敷地面積
の最低限
度 

－ 

70平方メー
トル 

１ 一戸建ての住宅又は
二戸長屋は，100平方
メートル 

２ 前項以外の建築物
は，3,000平方メート
ル 

－ 

壁面の位
置の制限 

－ 

１ 岩戸北
一・二丁
目，東野
川一丁目
周辺地区
地区計画
図３に示
す１号壁
面線が定
められて
いる部分

１ 岩戸北
一・二丁
目，東野
川一丁目
周辺地区
地区計画
図３に示
す２号壁
面線が定
められて
いる部分

１ 岩戸北
一・二丁
目，東野
川一丁目
周辺地区
地区計画
図３に示
す１号壁
面線が定
められて
いる部分

１  建 築 物
の 外 壁 又
は こ れ に
代 わ る 柱
の 面 の 位
置 は ， 区
画 道 路 の
道 路 境 界
線 （ 道 路
が 法 第 42
条 第 ２ 項
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における
建築物の
外壁又は
これに代
わる柱の
面の位置
は，道路
境界線か
ら 4.0 メ
ートル以
上 

２ 岩戸北
一・二丁
目，東野
川一丁目
周辺地区
地区計画
図３に示
す３号壁
面線が定
められて
いる部分
における
建築物の
外壁又は
これに代
わる柱の
面の位置
は，道路
境界線か
ら 0.5 メ
ートル以
上 

における
建築物の
外壁又は
これに代
わる柱の
面の位置
は，道路
境界線か
ら 3.0 メ
ートル以
上 

２ 前項の
規定の施
行の際，
現に存す
る建築物
又は建築
物の部分
で，次の
いずれか
に該当す
る も の
は，同項
の規定を
適用しな
い。 
(１) 区
画道路
に面し
て設け
られた
共同住
宅の駐
車場ゲ
ート 

(２) 隣
地のプ
ライバ
シー等

における
建築物の
外壁又は
これに代
わる柱の
面の位置
は，道路
境界線か
ら 4.0 メ
ートル以
上 

２ 前項の
規定の施
行の際，
現に存す
る建築物
又は建築
物の部分
で，次の
いずれか
に該当す
る も の
は，同項
の規定を
適用しな
い。 
(１) 区
画道路
に面し
て設け
られた
共同住
宅の駐
車場ゲ
ート 

(２) 隣
地のプ
ライバ
シー等

の 道 路 の
場 合 は ，
そ の 中 心
線 か ら の
水 平 距 離
2.0メート
ル の 線 ）
から1.0メ
ー ト ル 以
上 

２  岩 戸 北
一 ・ 二 丁
目 ， 東 野
川 一 丁 目
周 辺 地 区
地 区 計 画
図 ３ に 示
す ４ 号 壁
面 線 が 定
め ら れ て
い る 部 分
に お け る
建 築 物 の
外 壁 又 は
こ れ に 代
わ る 柱 の
面 の 位 置
は ， 道 路
境 界 線
（ 道 路 が
法 第 42 条
第 ２ 項 の
道 路 の 場
合 は ， そ
の 中 心 線
か ら の 水
平距離 2.0
メ ー ト ル
の 線 ） か
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への配
慮を目
的とし
て設け
る柵 

(３) 前
２号に
規定す
る現に
存する
建築物
又は建
築物の
部分に
ついて 
，規則 
に定め
る範囲
内にお
いて増
築，改
築，大
規模の
修繕又
は大規
模の模
様替を
するも
の 

への配
慮を目
的とし
て設け
る柵 

(３) 電
気室，
受水槽
室その
他これ
らに類
する用
途に供
する附
属建築
物 

(４) 共
同住宅
の玄関
ホール 

(５) 大
規模研
究施設
建築物
で，区
画道路
に面す
るもの 

(６) 前
各号に
規定す
る現に
存する
建築物
又は建
築物の
部分に
ついて 
，規則

ら1.0メー
トル以上 

３  建 築 物
の 外 壁 又
は こ れ に
代 わ る 柱
の 面 か ら
隣 地 境 界
線 ま で の
距離は 0.6
メ ー ト ル
以上 

４  前 項 の
規 定 に か
か わ ら
ず ， 建 築
物 又 は 建
築 物 の 部
分 で ， 次
の い ず れ
か に 該 当
す る も の
は ， 同 項
の 規 定 を
適 用 し な
い。 
( １ )  外
壁 又 は
こ れ に
代 わ る
柱 の 中
心 線 の
長 さ の
合 計 が
3.0 メ ー
ト ル 以
下 で あ
るもの 

(２) 物置
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に定め
る範囲
内にお
いて増
築，改
築，大
規模の
修繕又
は大規
模の模
様替を
するも
の 

その他こ
れに類す
る用途
（自動車
車庫を除
く。）に
供し，軒
の高さが
2.3メー
トル以下
で，かつ 
，床面積
の合計が
５平方メ
ートル以
内である
もの 

( ３ )  自
動 車 車
庫 で 軒
の 高 さ
が 2.3 メ
ー ト ル
以 下 で
あ る も
の 

建築物の
高さの最
高限度 

－ 

１ 建築物
の 高 さ
は，20メ
ートル以
下 

２ 建築物
の各部分
の 高 さ
は，当該
部分から
前面道路
の反対側

岩戸北一・
二丁目，東
野川一丁目
周辺地区地
区計画図３
建築物等の
高さの最高
限度を定め
る区域にお
ける建築物
等の高さの
最 高 限 度

１ 岩戸北
一・二丁
目，東野
川一丁目
周辺地区
地区計画
図３建築
物等の高
さの最高
限度を定
める区域
における

－ 
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の境界線
又は隣地
境界線ま
での真北
方向の水
平距離の
0.6 倍 に
５メート
ルを加え
たもの以
下 

は，前面道
路の反対側
の境界線か
らの水平距
離が15メー
トル以内の
区域におい
ては高さ15
メートル以
下，前面道
路の反対側
の境界線か
らの水平距
離が15メー
トルを超え
20メートル
以内の区域
においては
高さ18メー
トル以下 

建築物等
の高さの
最高限度
は，前面
道路の反
対側の境
界線から
の水平距
離が15メ
ートル以
内の区域
において
は高さ12
メートル
以下，前
面道路の
反対側の
境界線か
らの水平
距離が15
メートル
を超え20
メートル
以内の区
域におい
ては高さ
15メート
ル以下 

２ この規
定の適用
の際，現
に存する
建築物で
あって，
前項の規
定に適合
しない部
分を有す
るものの
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建 替 え
で，次の
いずれに
も 該 当
し，良好
な居住環
境を保全
する上で
支障がな
く，やむ
を得ない
と市長が
認めて許
可するも
のは，前
項の規定
は適用し
ない。 
(１) 狛
江市ま
ちづく
り条例
（平成
15年条
例第12
号。以
下「条
例」と
いう。 
）第33
条に規
定する
開発等
事業に
該当す
るもの
は，条
例第５
章の手
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続を経
ている
こと。 

(２) 建
替え後
の建築
物の敷
地面積
が，原
則とし
て現に
存する
建築物
の敷地
面積を
下回ら
ないこ
と。 

(３) 建
替え後
の建築
物の最
高高さ
が，現
に存す
る建築
物の最
高高さ
以下で
あるこ
と。 

(４) 建
替え後
の絶対
高さで
定める
高さを
超える
部分を
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含む階
の床面
積の合
計が，
現に存
する建
築物の
当該部
分の床
面積の
合計以
下であ
ること 

 。 
(５) 建
替え後
の計画
が，建
替え前
と比較
して周
囲の環
境に与
える影
響が改
善され
るもの
である
か，又
は同程
度のも
の 

別表第５建築物の高さの最高限度の項幹線道路沿道地区Ⅱの欄中「とする。」
を削る。 

付 則 
この条例は，公布の日から施行する。 

 
提案理由 
 調布都市計画岩戸北二丁目周辺地区地区計画の変更に伴い，所要の改正を行う
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ため。 
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議案第 61 号 

 

狛江市立和泉児童館の指定管理者の指定について 

 

 

 次のとおり狛江市立和泉児童館の指定管理者を指定するため，地方自治法（昭和22

年法律第67号）第244条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

 
 

１ 公の施設の名称       狛江市立和泉児童館 

２ 指定管理者となる団体の名称 社会福祉法人 雲柱社 

３ 指定管理者となる団体の所在 東京都世田谷区上北沢三丁目８番19号 

４ 指定の期間         令和３年４月１日から令和８年３月31日まで 

 

 

 

   令和２年11月27日 

 

提出者  狛江市長  松原 俊雄    

 

 

 

提案理由 

 狛江市立児童館の設置及び管理に関する条例（昭和48年条例第３号）第14条第１項

の規定により指定管理者に狛江市立和泉児童館の管理を行わせるため。 
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同意第 17 号 

 

   狛江市教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについて 

 

 下記の者を，狛江市教育委員会教育長に任命したいので議会の同意を求める。 

 

記 

 

 
 

住   所 
 

東京都中野区中央五丁目33番12－203号 

 
氏名・年齢 

 
柏原 聖子  ・   55歳 

 

 

令和２年11月27日 

 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第４条第１項

の規定により，議会の同意を求めるため。 

-35-



-36-



同意第 18 号 

 

   狛江市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

 

 下記の者を，狛江市教育委員会委員に任命したいので議会の同意を求める。 

 

記 

 

 
 

住   所 
 

東京都狛江市猪方三丁目23番６－403号 

 
氏名・年齢 

 
小川 敦子  ・   49歳 

 

 

令和２年11月27日 

 

提出者  狛江市長 松原 俊雄    

 

 

 

 

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第４条第２項

の規定により，議会の同意を求めるため。 
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同意第 19 号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 下記の者を，人権擁護委員に任命したいので議会の同意を求める。 

 

記 

 

 
 

住   所 
 

東京都狛江市駒井町一丁目13番５号 

 
氏名・年齢 

 
向井 努  ・   69歳 

 

 

令和２年11月27日 

 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

 

提案理由 

 人権擁護委員法（昭和 24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により，議会の意見

を求めるため。 
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